居宅介護支援重要事項説明書 
(令和７年４月１日現在)
1．事業所の概要
(1)　名称等
	事業所の名称
	社会福祉法人　川内村社会福祉協議会　指定居宅介護支援事業所

	所在地
	双葉郡川内村大字下川内字坂シ内１３３－５

	管理者の氏名
	遠藤　雄幸

	電話／ファックス
	0240(38)3802　／0240(39)0556

	介護保険事業所番号
	０７７３２００３３２

	通常のサービス提供地域
	双葉郡川内村

	開設年月日
	平成１３年４月１日


(2)　営業事案及び休日
	営業時間
	月曜日～金曜日の午前８時30分～午後５時１５分

	休　　日
	土日祝祭日等の国民の休日、年末年始（１２月２９日～１月３日まで）


(3)　職員体制
	職　　種
	常勤専従
	常勤兼務
	非常勤
	計

	管理者
	1名　　
	0名
	　0名
	１名

	介護支援専門員
	１名
	1名
	　0名
	２名


2．介護支援専門員による主なサービス内容
	　川内村社会福祉協議会　指定居宅介護支援事業所は、利用者の同意を得た上で、居宅サービス計画作成の支援を行います。また、公正中立な立場で居宅において適正なサービスが確保されるように、サービス提供事業者と連絡調整を行うなど、その他必要な便宜を図ります。主たる業務内容は以下のとおりです。


　○利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族と面接相談を行います。そこでの情報や希望をもとに居宅サービス計画の原案を作成します。この原案に基づき、サービスの種類、内容、利用料等について説明の上、利用者の選択により最終的な居宅サービス計画を作成します。

　○居宅サービス計画作成後は、担当者が利用者及び家族と連絡を取りながら、経過の把握に努めます。また、計画に沿ったサービスが提供されるようサービス提供事業者と連絡調整を行います。

　○利用者の状態に変化等があれば、居宅サービス計画の変更、要介護認定区分変更の申請等、必要な支援を行います。また、利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合も計画の変更等、必要な支援を行います。(更新認定申請の援助も同様に行います。)
　○利用者が複数の居宅サービスの紹介を希望した場合、選定理由の説明を求める事が出来る。
　○利用者が介護保険施設への入所を希望した場合、利用者に介護保険施設の紹介その他の支援を行います。
3．利用料等
(1)　利用料金、加算等
　　要介護又は要支援認定を受けられた方は、介護サービス計画に係る費用は介護保険から全額給付されるので自己負担はありません(無料)。ただし、介護サービス計画を受けることについて、予めお住まいの市町村に届け出ていない場合や、介護保険料の滞納等により、法定代理受領ができなくなった場合は、１ヶ月につき下記の金額をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を後日お住まいの市町村の介護保険窓口に提出しますと、全額払い戻しを受けられます。

	　　　　　　　　　　　　　　　　
	令和6年4月1日～

	要介護　1・2
	10,760円/月⇒　10,860円/月　

	要介護　3・4・5
	13,980円/月⇒　14,110円/月　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎特別地域加算として上記の金額に１００分の１５を加算。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（厚生労働大臣が定めた離島や過疎地域などにおけるサービスを確保するため、それらの地域に所在する事業所を評価するための加算です。）　　　
◎看取り期における利用者の退院時にケアマネジメント業務を行ったものの、利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった場合も、基本報酬の算定を可能とする。（但し、モニタリング業務等を行い、請求に必要な書類を整備し、事業所で管理しておくものとする）
	
	加　算
	　　　加算料金
	内容・回数等

	　　　　　　　要介護による区分なし
	初回加算
	　　　　　　　　　　　　　　
3,000円
	・新規に居宅サービスを作成する場合及び要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画書を作成する場合
・要介護状態区分が2区分以上変更された場合に居宅サービス計画書を作成する場合

	
	入院時情報連携加算（Ⅰ）　　
	2,500円
	利用者が入院した日の翌日又は翌々日に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合（1月につき）

	
	入院時情報連携加算（Ⅱ）
	2,000円
	利用者が病院に入院してから4日以上7日以内に、必要な情報を行った場合（1月につき）

	
	退院・退所加算（Ⅰ）　イ
	4,500円
	病院等から必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により1回受けた場合（入院又は入所期間中1回を限度）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要介護による区分なし
	退院・退所加算（Ⅱ）　イ
	6,000円
	病院等から必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により2回以上受けた場合（入院又は入所期間中1回を限度）

	
	退院・退所加算（Ⅰ）　ロ
	6,000円
	病院等から必要な情報の提供をカンファレンスにより1回受けた場合（入院又は入所期間中1回を限度）

	
	退院・退所加算（Ⅱ）　ロ
	7,500円
	病院等から必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により2回受けた（内1回はカンファレンスによる）場合（入院又は入所期間中1回を限度）

	
	退院。退所加算（Ⅲ）
	9,000円
	病院等から必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により3回以上受けた（内1回はカンファレンスによる）場合（入院又は入所期間中1回を限度）

	
	通院時情報連携加算
	500円
	利用者が病院・診療所において医師の診察を受ける時にケアマネジャーが同席し、医師等に対して当該利用者の心身状況や生活環境等の情報提供を行うとともに、医師等から当該利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、ケアプランに記録した場合（利用者1人につき1月に1回が限度）

	
	緊急時等居宅カンファレンス加算
	2,000円
	利用者の状態の急変等に伴い、利用者に対する訪問診療実施の保険医療機関や病院等の求めにより、利用者宅でのカンファレンスに参加し、必要に応じてサービス等の利用を調整した場合（1月につき2回を限度）


· 退院・退所加算に関して、退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するものとする。
(2)　交通費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	川内村全域
	無料

	上記以外の地域
通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援に要した交通費は、その実費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。
(1)実施地域を越えた地点から、片道２５ｋｍ未満　　１，６００円
(2)実施地域を越えた地点から、片道２５ｋｍ以上　　２，０００円
前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。
	有料


(3)　サービスの開始及び解約について
　　当事業所は、重要事項説明の同意をもってサービスを開始し、利用者の意志でいつでもサービス提供の中止又は解約をすることができます。なお、解約費用は一切かかりません。
4．秘密保持
 （1）当事業所の従業者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は解約後も同様です。

（2）当事業所は、重要事項説明の同意をもって、以下に掲げる理由に限り、利用者及びその家族に関する情報を提供します。

　　　①要介護・要支援認定調査及び居宅サービス計画の内容について、関係する都道府県、市町村、付属機関及びその委託を受けた機関が情報提供や報告を求めた場合。
　　　②主治医等が居宅サービス計画の内容について情報提供を求めた場合。
　　　③居宅介護支援事業者・居宅サービス事業者・介護保険施設の関係人が、サービス担当者会議などサービス提供上情報を用いる必要があると認めた場合。
5．事故発生時の対応
(１)当事業所は、利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を行います。また、事故の原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。

(２)当事業所は、サービス提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償すべき事故が発生した場合には、速やかに損害賠償を行います。
6．ハラスメント対策
・事業所は適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。
２　契約者（利用者）様、ご家族様または身元保証人等からの事業所やサービス従事者、その他関係者に対して故意に暴力や暴言等の法令違反、その他著しく常識を逸脱する行為を行った場合は、サービスのご利用を一時中止及び契約を廃止させていただく等、必要な措置を講じるものとする。
７．虐待の防止のための措置
・事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のため、次に掲げる通り必要な措置を講じます。
（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底する。
（２）虐待防止のための指針の整備
（３）虐待を防止するために従業者にたいする研修の実施
（４）虐待を防止に関する担当者を選定しています。
	虐待防止に関する担当者
	　　管理者　　若松　央恵


（５）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備
（６）その他虐待防止にために必要な措置　
　２　事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は擁護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。
8．身体拘束の禁止
・事業者は、指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者又は他の利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行わない。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　事業所は、やむを得ず前項の身体拘束を行う場合は、その様態及び時間、その他利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３　事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずるものとする。　　　　　　　　　　（1）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）身体拘束等の適正化のための指針を整備する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。
9．業務継続計画
・業務継続計画（BCP）の策定等にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
10．感染症予防対策・衛生管理
・事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じるものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための対策を検討する委員会を開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備する。　　　　　　　　　　　　　　　（3）事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及び蔓延防止のための研修及び訓練を定期的に実施する。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
11．サービス内容に関するサービス割合の説明
・当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、福祉用具貸与の利用状況は別紙のとおりである。　　
12．サービス内容に関する相談・苦情
(1)　当事業所の相談・苦情窓口
　　当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情及び居宅サービス計画に基づいて提供しているサービスについてのご相談・苦情を承ります。

	苦情受付窓口　○指定居宅介護支援事業所　（担当：若松　央恵）
　　　　　　　　　　　川内村住民課保健福祉係　

　　　　　　　　　　　福島県国民健康保険団体連合会　　　　　　　　　　
	電話　０２４０-３８-３８０２
　　　　０２４０-３８-２９４１

　　　　０２４-５２３-０９８９


(2)　その他
　　当事業所以外に、お住まいの市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。その他のご不明な点も含め、詳細は当事業所職員までお尋ね下さい。

介護保険サービスを利用するにあたり、居宅介護支援重要事項説明書を受領し、これらの内容に関して、担当者による説明を受け、これらを十分に理解しましたので同意します。
　令和　　　年　　　月　　　　日　　　　　　　　説明者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
住所　川内村　　川内字　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代理人)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印
